
0
0

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
お
け
る
園
庭
の
位
置

及
び
面
積
に
関
す
る
「従
う
べ
き
基
準
」
の
参
酌
化

平
成
2
８
年
７
月
1
２
日

兵
庫
県

平
成
2
8
年
度

地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集

重点番号９：幼保連携型認定こども園の設備に関する基準の緩和（兵庫県）
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幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
お
け
る
園
庭
の
位
置
及
び
面
積
に
関
す
る
「
従
う
べ
き
基
準
」
の
参
酌
化

認
定
こ
ど
も
園
に
整
備
す
る
園
庭
は
、
原
則

と
し
て
、
同
一
敷
地
内
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

必
要
と
さ
れ
る
面
積
も
法
に
よ
り
「
従
う
べ
き

基
準
」
と
さ
れ
て
お
り
、
空
き
地
が
少
な
い
都

市
部
で
も
、
比
較
的
土
地
に
余
裕
が
あ
る
地

域
と
同
じ
面
積
基
準
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

認
定
こ
ど
も
園
に
お
け
る
園
庭
の
位
置
や
面

積
に
つ
い
て
、
「
従
う
べ
き
基
準
」を
「参
酌

す
べ
き
基
準
」
に
見
直
し
、
地
域
の
実
情
に

応
じ
て
規
定
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

支 障

現 状 ・ 課 題 提 案

見
直
し

一
億
総
活
躍
社
会
の
実
現
に
向
け
、
国
全
体
で
保
育
の
受
け
皿
の
拡
大
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
中
、
駅
に
近
く
、

利
便
性
の
高
い
地
域
で
の
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
が
必
要
に
な
る
。
園
庭
の
設
置
場
所
に
係
る
要
件
が
緩
和
さ
れ

る
こ
と
で
、
利
用
者
に
と
っ
て
よ
り
利
便
性
の
高
い
地
域
で
の
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
が
可
能
に
な
る
。

効
果

【
せ
き
れ
い
保
育
園
（兵
庫
県
加
古
川
市
）の
事
例
】

○
園
児
数
：
14

0人
（
3歳
児
以
上
・
3学
級
）

○
Ｊ
Ｒ
土
山
駅
か
ら
約

40
0㍍

○
必
要
な
園
庭
面
積
：
約

47
0㎡

○
園
庭
面
積
確
保
：
不
可
（
35

0㎡
）

○
代
替
地
（
近
隣
公
園
）
の
確
保
：
不
可

（
園
か
ら

20
0㍍
以
上
離
れ
て
お
り
、
園
児
の
安
全
確
保
や
常

時
活
用
の
困
難
さ
か
ら
利
用
不
可
）

◎
代
替
策
と
し
て
「
屋
上
園
庭
」
を
追
加
で
整
備
（
計
画
変
更
）

（
地
上

35
0㎡
＋
屋
上

14
0㎡
＝

49
0㎡
）

地
上
園
庭

35
0㎡

屋
上
園
庭
（
14

0㎡
）

整
備
用
地
が
少
な
い
都
市
部
で
は
、
空
き
地

が
限
ら
れ
て
お
り
、
基
準
を
満
た
す
園
庭
の

設
置
が
困
難
な
た
め
、
施
設
整
備
に
お
け
る

計
画
変
更
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
事
例
も
あ
る
。
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○
就
学
前
の
こ
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律

（
第

13
条
第
２
項
）

都
道
府
県
が
前
項
の
条
例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
従
い

定
め
る
も
の
と
し
、
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
は
主
務
省
令
で
定
め
る
基
準
を
参
酌
す
る
も
の
と
す
る
。

１
（
略
）

２
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
係
る
保
育
室
の
床
面
積
そ
の
他
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
設
備
に
関
す
る
事
項
で

あ
っ
て
、
子
ど
も
の
健
全
な
発
達
に
密
接
に
関
連
す
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

○
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
学
級
の
編
成
、
職
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準

（
第
６
条
）

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
は
、
園
舎
及
び
園
庭
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

１
～
６
（
略
）

７
園
庭
の
面
積
は
、
次
に
掲
げ
る
面
積
を
合
算
し
た
面
積
以
上
と
す
る

（
１
）
次
に
掲
げ
る
面
積
の
う
ち
い
ず
れ
か
大
き
い
面
積

イ
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
学
級
数
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
面
積

ロ
3.

3㎡
×
満
３
歳
以
上
の
園
児
数

（
２
）

3.
3㎡
×
満
２
歳
以
上
、
満
３
歳
未
満
の
園
児
数

【
同
基
準
の
運
用
上
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
】

３
園
舎
、
園
庭
及
び
設
備
に
つ
い
て

○
代
替
地
に
つ
い
て

隣
接
す
る
位
置
に
設
け
ら
れ
る
代
替
地
（
公
園

等
）
に
つ
い
て
は
、
園
児
の
安
全
な
移
動
や
利
用
、

日
常
利
用
等
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
限
り
活

用
可
能

○
屋
上
園
庭
に
つ
い
て

一
定
の
要
件
の
も
と
で
面
積
へ
の
算
入
が
可
能

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の
園
庭
に
関
す
る
基
準

学
級
数

面
積
（
㎡
）

２
学
級
以
下

33
0＋

30
×
（
学
級
数
－
１
）

３
学
級
以
上

40
0＋

80
×
（
学
級
数
－
３
）
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兵
庫
県
内
市
町
別
認
定
こ
ど
も
園
設
置
状
況

H
2
8
.4
.1
現
在

類
型

公 立
学 校 法 人

社 会 福 祉 法 人

そ の 他

小 計
公 立

学 校 法 人

社 会 福 祉 法 人

そ の 他

小 計
公 立

学 校 法 人

社 会 福 祉 法 人

そ の 他

小 計
公 立

学 校 法 人

社 会 福 祉 法 人

そ の 他

小 計
公 立

学 校 法 人

社 会 福 祉 法 人

そ の 他

小 計

神
戸
市

1
4
6
7

8
1

1
6

1
6

0
0

0
3
0
6
7

0
9
7

尼
崎
市

4
1

5
6

6
0

0
0
1
0

1
0

1
1

西
宮
市

4
4

2
2

0
0

0
2

4
0

6

芦
屋
市

0
1

1
0

0
0

1
0

0
1

伊
丹
市

1
2

3
1

1
0

0
1

3
0

0
4

宝
塚
市

0
1

2
3

0
0

1
2

0
0

3

川
西
市

3
2

5
0

1
1

0
0

3
2

1
6

三
田
市

1
1

7
7

0
0

0
8

0
0

8

猪
名
川
町

2
2

0
0

0
0

2
0

0
2

明
石
市

1
1

2
0

0
0

1
0

1
0

2

加
古
川
市

7
7

0
4

4
0

0
0
1
1

0
1
1

高
砂
市

4
6

1
0

0
0

0
4

0
6

0
1
0

西
脇
市

2
2

0
0

0
0

0
2

0
2

三
木
市

1
1
1
0

1
2

0
0

0
0

1
1
1
0

0
1
2

加
西
市

1
1

1
3

0
2

2
0

1
1

3
0

5

加
東
市

3
5

8
1

1
0

0
4

0
5

0
9

多
可
町

3
3

0
0

0
0

0
3

0
3

姫
路
市

7
4
2
2

3
3

6
6

7
1

8
6

6
7
1
0
2
9

7
5
3

福
崎
町

4
2

6
0

0
0

4
0

2
0

6

相
生
市

1
1

1
1

0
0

0
0

1
1

0
2

た
つ
の
市

3
6

9
0

0
0

3
0

6
0

9

赤
穂
市

0
1

1
0

0
0

1
0

0
1

宍
粟
市

2
2

0
0

0
0

0
2

0
2

太
子
町

0
0

2
2

0
0

0
2

0
2

上
郡
町

0
0

1
1

0
0

0
1

0
1

豊
岡
市

6
1

5
1
2

0
0

0
6

1
5

0
1
2

養
父
市

8
3

1
1

0
0

0
8

0
3

0
1
1

朝
来
市

7
1

8
0

1
1

0
7

0
2

0
9

新
温
泉
町

3
3

0
1

1
0

3
0

0
1

4

香
美
町

0
0

0
1

1
1

0
0

0
1

篠
山
市

1
1

2
0

1
1

0
1

0
2

0
3

丹
波
市

8
8

0
1

1
0

0
0

9
0

9

南
あ
わ
じ
市

1
2

3
0

0
0

1
0

2
0

3

淡
路
市

1
1

2
0

0
0

1
0

1
0

2

合
計

5
2
3
3
1
6
3

0
2
4
8

2
4
3

0
0
4
5

0
0
1
9

3
2
2

1
0

0
6

7
5
5
7
6
1
8
2

9
3
2
2

政
令
・
中
核
市

7
2
2
9
4

0
1
2
3

0
3
0

0
0
3
0

0
0

7
1

8
0

0
0

6
6

7
5
2
1
0
1

7
1
6
7

そ
の
他
市
町

4
5
1
1
6
9

0
1
2
5

2
1
3

0
0
1
5

0
0
1
2

2
1
4

1
0

0
0

1
4
8
2
4
8
1

2
1
5
5

市
町
別
認
定
こ
ど
も
園
設
置
状
況
（
類
型
・
設
置
者
別
）

幼
保
連
携
型

幼
稚
園
型

保
育
所
型

特
定
認
可
外

保
育
施
設
型

合
　
　
　
　
計

設 置 者
市 町 名
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1 
 

「施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」の加算率の認定に関する事務権限の都

道府県から指定都市・中核市への移譲」について 

 

１ 提案内容 

施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」の加算率の認定に関する事務権限を都道府

県から指定都市・中核市へ移譲することを求めるもの 

 

２ 基礎情報 

⑴  待機児童の状況（単位：人） 

年 度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

４月１日時点 ４８ ４９  ０  ０  ０ １３６ ２９ 

１０月１日時点 １１１ １５６ ９３ ７８ ８５ ２８１  

 

⑵ 保育士不足の状況 

    保育士の有効求人倍率（厚生労働省栃木労働局調べ※平成 28年３月末時点） 

地域 求人倍率 

栃木県 ２．２３倍 

宇都宮市 ２．５９倍 

 

⑶ 保育士確保対策 

    栃木県と共同で「とちぎ保育士・保育所支援センター」を設置し，県が保有する

保育士登録情報を活用しながら，潜在保育士を中心に，保育士に特化した就職相談

や就職あっせん，再就職支援等に取り組んでいる。 

 

⑷ 認定事務を行う事業所数 

年 度 
民間施設給与等改善費 処遇改善等加算 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

施設数 ６２ ６６ ７０ ８９ １０９ 

※ 平成２６年度までは「民間施設給与等改善費」として，運営費の支弁対象施設が

対象 

※ 平成２７年度からは「処遇改善等加算」として，施設型給付費等の給付対象施設

が対象 
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2 
 

３ 支障事例・制度改正の必要性 

 ・ 新制度施行前（平成２６年度）までは，「民間施設給与等改善費」として処遇改善

を実施しており，当該加算率の認定に関する事務権限は都道府県のほか指定都市・中

核市が有していた。 

・ 新制度施行後（平成２７年度）からは，施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」

として処遇改善を実施しており，当該加算率の認定に関する事務権限は全て都道府県

に移行した（市町村が取りまとめて都道府県に提出）。 

 ・ その結果，認定までの期間が新制度施行前と比較して長期化している（別紙参照）。 

 ・ 年度当初から加算率の認定までの期間は，概算による給付で対応しているが，施設・

事業所の中には，概算給付の期間中は，保育士等に対する加算分の賃金の支払いを留

保しているところもあり，当該施設・事業所に勤務する保育士等に対する賃金支払い

にこれまで以上の遅れが生じている。 

・ なお，施設型給付費等に係る「処遇改善等加算」以外の加算の認定に関する事務権

限については，市町村が有している。 

 ・ 保育士の確保や就業定着の観点から，保育士等に対し，早期に本来の賃金を支払う

ことが必要となっている。 

 

４ 制度改正による効果 

 ・ 都道府県による認定作業を経由しないため，認定までの期間が現行と比較して約４

か月程度短縮できる（別紙参照）。 

 ・ 概算給付の期間が短縮されるため，施設・事業所が保育士等に対し，より早期から

本来の賃金を支払うことができる。 
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「
処

遇
改
善
等
加

算
」
の

加
算

率
の

認
定

に
係

る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

別
　
紙

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
1
月

都 道 府 県

指 定 都 市

・ 中 核 市

都 道 府 県

指 定 都 市

・ 中 核 市

都 道 府 県

指 定 都 市

・ 中 核 市

平 成 ２ ６ 年 度

（ 新 制 度 施 行 前 ）

平 成 ２ ７ 年 度 提 案 実 現 後

加
算
率
の
算
定
・
認
定

認
定
事
務

提
出

(市
⇒
県

)

通
知

(県
⇒

市
)

事
業
者
へ

認
定
通
知

事
業
者
へ

認
定
通
知

概
算
給
付
期
間
（
４
月
～
７
月
）

概
算
給
付
期
間
（
４
月
～
１
１
月
）

概
算
給
付
期
間
（
４
月
～
７
月
）

通
知

(県
⇒
市

)

加
算
率
の
算
定

（
約

４
か

月
の

短
縮

）

加
算
率
の
算
定
・
認
定

事
業
者
へ

認
定
通
知

通
知

(国
⇒
市

)
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